
第２次循環型社会形成推進基本計画の
進捗状況の第２回点検結果（３月５日閣議報告）

の概要

環境省
大臣官房廃棄物・リサイクル対策部
企画課 循環型社会推進室
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１番目: 発生抑制
Reduce
廃棄物等の発生を
抑制

２番目: 再使用
Reuse
使い終わったもの
でも、繰り返して使
用

最終処分

３番目：再生利用 Recycle
再使用できないものでも、
資源としてリサイクル

５番目：適正処分

処分する以外の手段がな
い場合は、適正に処分

４番目：熱回収

リサイクルできずかつ燃やさざる
を得ない廃棄物を焼却する際に
発電や余熱利用を行う

処理
（リサイクル、焼却等）

天然資源の投入

消費・使用

廃棄

廃棄物等の発生抑制と適正な循環的利用・処分により、天然資源の消費を抑制し、環境への負
荷ができる限り低減される社会 【循環型社会形成推進基本法（平成12年6月公布、13年1月完全施行）第二条】

生産
（製造、流通等）天然資源投入量

の抑制 循
環
型
社
会
形
成
推
進
基
本
計
画
策
定

循環型社会
の形成に向
け、政府一
体となった
取組を推進
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循環型社会とは



廃棄物処理法 資源有効利用促進法

容 器 包 装
リサイクル法

環境基本法 環境基本計画

＜ 再生利用の推進 ＞＜ 廃棄物の適正処理 ＞

個別物品の特性に応じた規制

びん、ペットボトル、
紙製・プラスチック
製容器包装等

グリーン購入法（国が率先して再生品などの調達を推進）

木材、コンクリート、
アスファルト

食品残さ 自動車

家 電
リサイクル法

食 品
リサイクル法

建 設
リサイクル法

自 動 車
リサイクル法

社会の物質循環の確保
天然資源の消費の抑制
環境負荷の低減

循環型社会形成推進基本法（基本的枠組法）

①廃棄物の発生抑制

②廃棄物の適正処理（リサイクルを含む）

③廃棄物処理施設の設置規制

④廃棄物処理業者に対する規制

⑤廃棄物処理基準の設定 等

①再生資源のリサイクル

②リサイクル容易な構造・材質等の工夫

③分別回収のための表示

④副産物の有効利用の促進

ﾘﾃﾞｭｰｽ
ﾘｻｲｸﾙ → ﾘﾕｰｽ

ﾘｻｲｸﾙ

(１Ｒ) (３Ｒ)

循環型社会形成推進基本計画 ：国の他の計画の基本

H6.8完全施行
H18.4 全面改正公表

H13.１完全施行

H15.3 公表
H20.3 改定

H18.2
一部改正

H13.4
全面改正施行

H13.5

完全施行

H19.6

一部改正

H13.4

完全施行

H12.4

完全施行

H18.6

一部改正

H14.5

完全施行

H17.1

本格施行

H13.4 完全施行
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エアコン、冷蔵庫・
冷凍庫、テレビ、洗
濯機・衣類乾燥機

循環型社会を形成するための法体系



「低炭素社会」や「自然共生社会」に向
けた取組とも統合した、「持続可能な社
会」の実現

より良いものが多く蓄積され、それを活
かした豊かさが生まれる「ストック型社
会」の形成

地域の特性に応じた循環型社会（地域循環
圏）、「もったいない」の考えに即したライ
フスタイル、関係主体の連携・協働、ものづ
くりなど経済活動における３Ｒの浸透 など

関係主体の取組により、最終処分量の
減少など循環型社会の形成の推進に一
定の成果

世界的な資源制約、地球温暖化等の環
境問題への対応の必要性

３Ｒの徹底など国内外において循環型
社会の形成をより一層進めていくこと
が課題。

現状と課題

循環型社会の中長期的なイメージ

・マイ箸、マイバッグの利
用などのライフスタイル
の変革

・関係主体のパートナーシッ
プを図るとともに、国全体の
取組を総合的に実施

・不法投棄の防止や３Ｒの徹底
・廃棄物処理の高度化、産業間連携

・連携・協働のつなぎ手
・知見の充実や信頼情報の
提供

・関係主体のパートナーシップを図るとともに、国全体
の取組を総合的に実施

○ＮＧＯ/ＮＰＯ、大学等

○国民

○地方公共団体

○事業者

○国

○連 携・協 働

①低炭素や自然共生との統合的取組（廃棄物発電やバイオ
マス利活用）、
②「地域循環圏」の形成推進、③３Ｒに関する国民運動、
④グリーン購入の徹底など循環型社会ビジネスの振興、⑤
発生抑制を主眼とした３Ｒの仕組みの充実、⑥３Ｒの技術
とシステムの高度化、⑦情報把握と人材育成、
⑧ごみゼロ国際行動計画や東アジア循環型社会ビジョン、
資源生産性の向上等国際的な循環型社会の構築

第２次循環基本計画の概要

循環型社会の形成に向け、すべての主体が相互に連携

各主体の取組



循環型社会形成推進基本計画のポイント
― 進捗状況を把握するための指標の設定
（物質フローに着目した指標：物質フロー指標）

分類 指標 目標値 目標年次

（１）目標を設定する指標 ①資源生産性（※１） 約42万円/トン 平成27年度

②循環利用率（※２） 約14～15％

③最終処分量 約23百万トン

（２）目標を設定する補助指
標

④土石系資源投入量を除い
た資源生産性

約77万円/トン 平成27年度

⑤廃棄物部門由来のGHG
排出量
（低炭素社会への取組との
連携）

約43百万トン
以下

平成22年度
（※）

（３）推移をモニターする指標 ⑥化石系資源に関する資源
生産性

－ －

⑦バイオマス系資源投入率

⑧隠れたフロー・TMR

⑨国際資源循環を踏まえた
指標

⑩産業分野別の資源生産性

※平成２０年度～２４年度の５年間の平均

※１ 資源生産性＝ＧＤＰ／天然資源等
投入量。産業や人々の生活がいかに
ものを有効に利用しているかを総合
的に表す指標。

※２ 循環利用率＝循環利用量／（循環
利用量＋天然資源等投入量）。経済
社会に投入されるものの全体量のうち
循環利用量の占める割合を表す指標。
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循環型社会形成推進基本計画のポイント
― 進捗状況を把握するための指標の設定

（循環型社会形成に向けた取組に着目した指標：取組指標）

指標（大区分） 指標（小区分） 平成27年度目標
①廃棄物等の減量化

ア 一般廃棄物の
減量化

（ア） 1人1日当たりのごみ排出量 平成12年度比約10％減
（イ） 1人1日当たりに家庭から排出するごみの量 平成12年度比約20％減

（ウ） 事業系ごみの「総量」 平成12年度比約20％減

イ 産業廃棄物の
減量化

産業廃棄物の最終処分量
平成12年度比約60％減
（平成2年度比約80％減）

②循環型社会形成に向けた意識・行動の変化

ア 廃棄物の減量化や循環利用、グリーン購入の意識を持つ
約90％
（アンケート調査結果として）

イ 廃棄物の減量化や循環利用、グリーン購入について具体的に行動する
約50％
（アンケート調査結果として）

③循環型社会ビジネスの推進

ア グリーン購入の推進 組織的なグリーン購入の実施
全ての地方公共団体
上場企業 ：約50％
非上場企業 ：約30％

イ 環境経営の推進

ISO14001認証取得件数 普及拡大（数値目標なし）

エコアクション21の認証取得件数 6,000件

環境報告書・環境会計の普及状況 取組の推進（数値目標なし）

ウ 循環型社会ビジネス市
場の拡大

市場規模 平成12年度比約2倍

（１）目標を設定する指標
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循環型社会形成推進基本計画のポイント
― 進捗状況を把握するための指標の設定

（循環型社会形成に向けた取組に着目した指標：取組指標）

（２）推移をモニターする指標

① レンタル・リース業の市場規模、詰め替え製品出荷率

② レジ袋辞退率（マイバッグ持参率）、
使い捨て商品販売量（輸入割り箸）

③ 中古品市場規模、リターナブルびんの使用率

④ 「リユースカップ」導入スタジアム数 等

⑤ 地域の循環基本計画等策定数

⑥ ごみ処理有料化実施自治体率、リデュース取組上位市町村

⑦ 資源化等を行う施設数（リサイクルプラザ等）

⑧ 一般廃棄物リサイクル率、集団回収量、

リサイクル取組上位市町村、容器包装の分別収集の

実施自治体率、各品目別の市町村分別収集量等

⑨ 地方公共団体等主催の環境学習・相互交流会の実施回数、

「地域からの循環型社会づくり支援事業」への応募件数
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国際資源循環

国内資源循環

循環資源の性質ごとに、地域の範囲別に分類したイメージ。
経済合理性や技術的可能性等の状況によって循環の範囲は異なるが、大まかに分類すると以下の通り。

○循環資源：

店頭回収品等や地域
固有のバイオマス資源
（間伐材や食品残渣
等）など、「地域」内で利
用することが経済的に
有効で環境負荷も小さ
いと考えられる循環資
源。

○循環の範囲：

複数のコミュニティ、主
体が連携する「地域」が
対象範囲。都市部と農
村部が連携して循環資
源の活用を推進するこ
となどが期待される。

○循環資源：

不要になったものを
近所で融通（リユー
ス）、壊れた物を修理
（リペア）する、廃食
用油のバイオディー
ゼル燃料としての利
用等、生活圏が中心。

○循環の範囲：

地理的、社会的、経
済的に密接な「コミュ
ニティ」が対象範囲。

ブロック内資源循環

地域資源循環
Ｂ村

ﾘｻｲｸﾙ
施設

最終処分場

分別回収
再生・再利用

Ａ市

熱回収施設

各家庭・小売店
再資源化

コミュニティ資源循環

Ｄ市

Ｃ町

バイオマス
利用施設

○循環資源：

地域内で処理するには先端技術の不存
在や量的問題などがあるため、輸送コス
トや処理特殊性を勘案しつつ、環境産業
の集積した地域において処理することが
有効な循環資源（金属や土石、処理困難
物など）。

○循環の範囲：

複数の都道府県ないし日本全国など、循
環資源の特性などによって循環の範囲は
異なる。

循環の範囲が広域であるため、エコタウ
ンの連携、リサイクルポートの活用など環
境産業の集積や静脈物流の整備が重要
である。

○循環資源：

国際分業の推進によって適切な循環資源
の活用が図られるもの。労働集約的なも
のや高度なリサイクル技術を要するもの
など、各国の特性（人件費、技術力等）を
活かした循環資源の利活用を推進する。

我が国では、製品から抽出できる微量の
希少金属（例：インジウム）など、他国では
リサイクル困難な、高度なリサイクル技術
を要する循環資源の活用が有効。

○循環の範囲：

日本の循環資源のみでなく、海外におい
て発生した循環資源も含める。
当面は東アジアを中心に、
①まず各国の国内で循環型社会を構築し、

②廃棄物の不法な輸出入を防止する取
組を充実・強化し、

③その上で循環資源の輸出入の円滑化
を図る

ことで、国際的な循環型社会の構築を推
進する。 8

循環型社会形成推進基本計画のポイント
― 地域循環圏について



○第二次循環基本計画では、計画の着実な実行を確保するため、毎年、施策
の進捗状況などについて、中央環境審議会において集中的な審議を行い、
その後の政策の方向につき政府に報告（閣議報告）することとされている。

○第２回点検は、中央環境審議会において、平成２１年９月から集中的に審
議を行った。

○平成２２年１月１５日～２月４日まで、点検結果案についてパブリックコメント
を実施。

○平成２２年２月２４日に中央環境審議会会長から環境大臣に報告され、３月
５日に環境大臣より閣議報告された。

第２次循環型社会形成推進基本計画の
進捗状況の第２回点検結果
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平成12年度 平成19年度

（注）含水等 ： 廃棄物等の含水等（汚泥、家畜ふん尿、し尿、廃酸、廃アルカリ）及び経済活動に伴う土砂等の随伴投入（鉱業、建設業、上水道業の汚泥及び鉱業の鉱さい）

輸出（120）

最終処分
（57）

輸入製品
（48）

食料消費（97）

（単位：百万トン）

蓄積純増（1,110）

自然還元（84）

減量化（241）

施肥（16）

エネルギー消費及び
工業プロセス排出（500）

廃棄物等
の発生
（595）

国内資源
（1,125）

輸入
（800）

総物質
投入量
（2,138）

輸入資源
（752）

含水等（注）

（299）

天然資源等
投入量
（1,925）

循環利用量（213）

輸出（178）

最終処分
（27）

輸入製品
（57）

食料消費（91）

（単位：百万トン）

蓄積純増（705）

自然還元（82）

減量化（238）

施肥（18）

エネルギー消費及び
工業プロセス排出（510）

国内資源
（733）

輸入
（826）輸入資源

（768）

天然資源等
投入量
（1,559）

総物質
投入量
（1,802）

含水等（注）

（290）

廃棄物等
の発生
（590）

循環利用量（243）

我が国における物質フロー（全体）
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物質フロー指標 –目標を設定する指標 –

「入口」：資源生産性 「循環」：循環利用率

0

20

40

60

80

100

120

昭和60 平成2 7 12 17 22 27

最
終
処
分
量
（
1
0
0
万
t
）

年度

【目標値】
23百万トン
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「出口」：最終処分量

２７年度
（目標年）

１２年度 １８年度 １９年度 １２年度
比

資源生産性 万円／㌧ ４２ ２６．３1) ３４．７ ３６．１ ＋３７％

循環利用率 ％ １４～１５ １０．０ １２．５ １３．５ ＋３.５％

最終処分量

一廃
（百万㌧）

－ １１ ７ ６ ▲４０％

産廃
（百万㌧）

－ ４５ ２２ ２１ ▲５４％

合計
（百万㌧）

２３ ５７ ２９ ２７ ▲５３％

【目標値】
42万円/トン 【目標値】

14～15%

【目標値】
23百万トン

各指標は目標に向けて順調に進捗



物質フロー指標 –目標を設定する補助指標 –
土石系資源投入量を
除いた資源生産性

低炭素社会への取組との連携

目標 １２年度 １９年度
12年度比

土石系資源投入量を除い
た資源生産性

万円／t ７７
（２７年度）

５８．３
1) ６２．９ ＋８%

廃棄物部門由来のGHG排
出量（低炭素社会への取
組との連携）

百万t-
CO2

７．８削減
（２２年度）

４３．０ ４０．８ －５%

【目標値】

７７万円/トン

廃棄物部門由来のGHG排出量の推移

（参考）廃棄物として排出されたものを原燃料への
再資源化や廃棄物発電等に
活用したことによる他部門でのGHG削減量
H19年度：H12年度比で７５％増

H19年度：H12年
度比で5％減
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取組指標 –一般廃棄物の減量化 –

１人１日当たりのごみ排出量

１人１日当たりに
家庭から排出するごみの量

事業系ごみの総量

【目標値】
H１２年度比約
１０％減

【目標値】
H１２年度比約
２０％減

【目標値】
H１２年度比約
２０％減

H27年度
目標

H12年度 H18年度 H19年度

排出量
（g／人日） － 1,185 1,115 1,089

H12年度比 ▲10% － ▲5.9% ▲8.1%

H27年度
目標

H12年度 H18年度 H19年度

排出量
（g／人日） － 654 601 586

H12年度比 ▲20% － ▲8.1% ▲10.4%

H27年度
目標

H12年度 H18年度 H19年度

排出量
（万トン）

－ 1,799 1,580 1,509

H12年度比 ▲20% － ▲12.2% ▲16.1%

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19年度 H27年度

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19年度 H27年度

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19年度 H27年度

削減率（H１２年度比）

削減率（H１２年度比）

削減率（H１２年度比）

排出量（g/人日）

排出量（g/人日）

排出量（g/人日）

削減率（H１２年度比）

削減率（H１２年度比）

削減率（H１２年度比）

０

０

14

25

30

1400

1000

2000
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取組指標 循環型社会形成に向けた意識・行動の変化

平成２１年度に行ったアンケート調査によると、循環型社会形成に向けた国民の意識につ
いては比較的高い回答率となっている一方で、具体的行動については取組が浸透してき
ている傾向はあるものの低い回答率のものもあるという結果となっている。
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取組指標 循環型社会ビジネスの推進

グリーン購入の推進

地方公共団体における組織的な取組状況

環境経営の推進

循環型社会ビジネス市場の拡大

企業における組織的な取組状況

出典：環境省「平成19年度環境にやさしい企業行動調査結果」（H20年）

ISO14001審査登録状況
（（財）日本適合性認定協会適合組織件数累計）

H15年8月 H17年9月 H19年1月 H20年11月現在

登録組織件数 13,216 16,986 19,494 20,597

エコアクション21認証取得事業者数

環境報告書を作成・公表している企業の割合 環境会計を既に導入している企業の割合

H27年度
目標

H15年度 H19年度 H20年度

全庁で組織的に
取り組んでいる

100%

28.3% 63.2% 62.2%

全庁ではないが、
組織的に取り組ん

でいる
10.1% 13.0% 13.8%

H27年度
目標

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

上場企業 約50% 63.7% 59.9% 65.7% 77.5%

非上場企業 約30% 49.9% 51.3% 55.5% 70.3%

平成27年度
目標

H17年10月 H20年10月 H21年10月

認証・登録事業者 6,000 488 2,926 4,084

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

上場企業 45.3% 47.0% 51.8% 48.8%

非上場企業 20.8% 24.6% 28.0% 26.9%

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度

上場企業 36.9% 37.5% 39.8% 37.2%

非上場企業 21.2% 22.7% 22.4% 20.0%

単位
H27年度
目標 H12年度 H17年度 H18年度 H19年度 前年度比

市場規模

億円 － 295,855 337,107 346,398 380,644 +34,246
H12年度比
（倍）

2 － 1.14 1.17 1.29 －

雇用規模

万人 53 60 63 65 +2
H12年度比
（倍）

－ － 1.13 1.19 1.22  －
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全体的評価と課題

○政府全体として、以下について重点を置きつつ、取組を推進することが必要。

・ これまでの循環型社会づくりの前提となってきたシステムに大きな変化が生じている可
能性や温室効果ガス２５％削減目標などを踏まえ、長期的な視野に立って新しい循環型社
会の姿についての検討を進めること。

・ 低炭素社会、自然共生社会の取組と連携して取組を進めること。まずは、３Rの取組、熱
回収の取組を進めること。加えて、エネルギー消費の少ない３Ｒ・廃棄物処理システムの
確立に向けて技術開発等を推進すること。バイオマスの利活用については、引き続きその
利活用を徹底すること。

・ 地域住民、ＮＧＯ／ＮＰＯ、事業者、地方公共団体等が連携して地域循環圏を構築し、地
域活性化に発展するように支援を行うこと。

・ 循環型社会ビジネスの振興を通じた３R等循環型社会づくりの戦略的高度化を図ること。

・ 途上国では適正処理が困難であるが、我が国では処理可能な自社等の国外廃棄物の
受け入れとその適正処理を推進すること。

・ 廃棄物統計等の早期化・速報化や精度向上を進めること。

・ アジアにおいて、アジア３Ｒ推進フォーラムを通じて、経済や社会の状況を踏まえつつ３
Ｒの浸透を進めること。 16
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